
はじめに

今日、少子高齢化の進行、地球環境問題や高度情報化への対応をはじめ、地域の諸

課題に主体的かつ総合的に対応していけるよう、住民にとって最も身近な地方公共団

体である市町村への期待が高まってきています。

このような中、現在、府内の多くの市町村や地域において、市町村合併をはじめ、

これからの市町村のあり方に関する議論や検討が進められています。

こうした議論が進むにしたがって、住民の皆さんから 「合併により住民と行政と、

の距離が遠くなるのではないか」とか「これまでの地域の結び付きが弱まってしまう

のではないか」いった懸念が多く示されるようになってきました。これは、市町村の

あり方に関する論議を通じて、改めて住民自治のあり方が問い直されていることの現

れであると考えます。

本研究では、このような懸念が示される背景を調査分析し、市町村合併をはじめと

する市町村の広域化と住民自治のあり方について考察を行い、今後の住民自治の発展

に向けた課題を検討することを目指しています。

このため、市町村行財政研究調査会では、昨年７月に大学の研究者と府内各地域の

市町村職員や地域づくり関係者で構成するワーキングを設置し、府内の実情を踏まえ

た調査や議論を重ねてまいりました。

この研究報告書は、今後の広域化する市町村と住民自治に関して、地域における検

討や論議の際の参考となるよう、本ワーキングでの調査や議論の成果を取りまとめた

ものです。

今後、合併を検討する研究会や協議会における合併後の住民自治のあり方について

の論議や検討はもとより、全ての市町村において、住民自治のさらなる充実に向けた

取組みが活発に行われることを期待します。
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